
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 20 　　
　

　 令和4年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 731,820 16.2%

2 689,390 15.2%

3 546,260 12.1%

4 257,250 5.7%

5 254,500 5.6%

その他 2,051,350 45.3%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

令和元年度 令和2年度 3

297,386 393,722 381,218

100.0% 100.0% 100.0%

27 12 12

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%

全体事業 297,413 393,733 381,230

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

茨城県農業信用基金協会

［法人の概要］

茨城県農業信用基金協会

全体事業に占める割合

事業１

会員たる農業者等が農業近代化資金、農業改良資金の
ほか、農業者等の事業または生活の必要な資金を借り入
れることにより、融資機関に対して負担する債務の保証と
付帯する業務。

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

水戸市梅香一丁目１番４号

会長理事　　八木岡　努（非常勤）

ホームページＵＲＬ

農林水産部農業経営課

０２９－２３２－２２８８

ibanoshinki@ib-ja.or.jp

代　　表　　者　　名

　 農業者等の皆様に必要とする資金が円滑化に融通されるよう，これからも健全経営を維持しながら，信頼される
保証機関としてその役割を十分に果たし，農業の近代化および生産性向上と本県農業の発展に貢献してまいりま
す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年２月　会長理事　八木岡　努

出資比率

茨城県

常陸農業協同組合

内　　　　　　　　　　　　容

保証業務

北つくば農業協同組合

促進業務

全体事業に占める割合

事　　　業　　　名

茨城県信用農業協同組合連合会

市町村等

全体割合

農業経営基盤強化促進法の認定を受けた者に対し当該
認定に係る計画を円滑に達成するのに必要な農業経営
改善促進資金を貸付する融資機関に対する低利融資の
ための原資供給（低利預託基金）の取扱業務であり、事業
費は（独）信用基金への支払利息および融資機関への推
進費用。

指定管理者

http://www.afa-ibaraki.jp/

全体事業に占める割合

昭和37年2月5日

水郷つくば農業協同組合

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

昭和３６年に制定公布された「農業基本法」に基づき「農業近代化資金助成法」が制定され、農業近代化資金の貸付に対する信
用補完を図り、融資の円滑化を図ることを目的に協会が設立された。その後、農業信用保険制度の創立（昭和４１年）、幾度か
の制度の改正・整備により、政策資金、各種資金の保証を行い今日まで信用補完機関としてその役割を果たしている。なお、県
の出資に関しては農業近代化資金の施策の一環（行政支援）として出資を受け（設立当初１６，６５０千円）、その後制度の拡充・
拡大にともない現在に至っている。さらには、平成１４年度から担い手向け制度資金の再構築を行う中で、機関保証の充実を図
ることとして基金協会の財務基盤を強化するため特別準備金が設立された。

4,530,570

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

事業1～3以外

年度令和

1



公益法人等会計用

[経営状況] 茨城県農業信用基金協会 (単位：千円）　
増減数

△ 17,732
基本財産運用益 20,432
事業収益 △ 37,619
受取補助金等 △ 177
その他収益 △ 368

経常費用 △ 12,503
事業費 △ 13,854
管理費 1,350

うち役員人件費 380
うち職員人件費 4,755

0
△ 5,228

△ 387
0

△ 387
0

一般正味財産増減額 △ 5,616
5,590

31,323
457,461
469,022

△ 11,562
426,138
554,861
156,160

△ 128,723
△ 135,330

31,323
67,000

補助金 350
委託料 0

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 350
財政的関与の割合（％） 0.1

0
0

合　　　計 0

増減P

1.7
2.3

△ 8.2
△ 52.5
△ 0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 0 1 0 1 1 0 1 0
非常勤理事・監事 12 2 0 13 2 0 13 2 0 0

計 13 2 0 14 2 1 14 2 1 0
管理職 8 0 0 8 0 0 9 0 0 1
一般職 8 0 0 7 0 0 7 0 0 0
嘱託・臨時職員等 0 0 0 0

計 16 0 0 15 0 0 16 0 0 1

千円

千円

合計

160

60代

令和2年

30代 40代

年

　

当
期

プロパー職
員平均勤続

年数 3 7 42

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

～20代

７月１日現在の人数

役員

職員

15.2
50代

令和元年度

248,190

248,190

0

0

55.7%
40.4%人件費比率

主要経営指標 算式等

県
財
政
関
与
状
況

公益目的事業比率

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

4,624,118

12,308,603

4,069,970

0

7,349,423

0

998

0損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

0

区　　　　　　分

327,670
30,442
12,018

令和2年度

31,323

令和3年度
427,641 409,910

令和元年度

43,000

294,853

0 00法人税・住民税・事業税

0
7,318,075

0.3%

36,938

借入金残高（期末）

0

2,354

370.6%
5.3%

流動資産／流動負債　
17.4%

管理費比率 管理費／経常費用 42.0%

27.9%
355.9%

40.4%
認定法第15条に定める率

28.8%

流動比率
借入金比率

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益自己収益比率

借入金残高／負債・正味財産合計

9,266

359,657

13,603

0

貸付金

正味財産期末残高

2,476,462

流動負債

4,000
7,318,075

2,354
0

42,532
297,413

165,535

うち長期借入金

△ 5,590

7,959,817
3,982,376

流動資産

2,315,049

固定負債

固定資産
負債合計

経常外増減額

一
般
正
味
財
産

11,942,193

4,600
経常外費用

指定正味財産増減額

2,147,656
386,610

66,845

うち短期借入金

資産合計

経常外収益

評価損益等

4,959,181

経常収益

13,006

増減理由

保証料増加

求償権償却引当金繰入減少

2,644,132

393,733

0

3,030

3,030

8,238,634

0

7,380,745

2,643

12,195
68,061

（独）信用基金からの借入増加

39,780

12,469

0

12,089

5,385,319

381,230

受領保険金減少

269,020

12,766,064
定期預金増加

2,869,910
404,350

前受収益（前取保証料）の増加

0
0

28,680

106,063

0

1,348
0

プロパー職員平均給与（年額）

職員の採用

常勤役員平均報酬(年額)
１名のため個人情報となる報酬は非公開

303.4%
5.3%

歳43.3

平均年齢

0

31.1%

増減数

19.7%

備　考

0

1,348

令和4年令和3年

5.3%

増減理由

0

620

令和2年度 令和3年度

0

0.2%

8,707,656
4,058,408

（独）信用基金からの借入減少

110,000

2,515,409

0

7,380,745

0

998
0

404,350

0.7%

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

101,308

33,908

131,877 234,827

106,695

0

62,244

4,600

6,482.0

307,238

7,349,423

40,148

220,974
158,906 160,256

2,643
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令和４年度からの新規
中期総合３か年計画を
策定するとともに、新
事業年度の計画を策定
した。期中に於いて
は、月次・四半期・半
期毎に計画を検討し計
画達成に向けた対応策
を実施した。

個人情報等極秘情報
については個人情報
取扱規程等により情
報の保護を図ってお
り，公開すべき情報
に つ い て は ホ ー ム
ページによる情報公
開 に 努 め た 。 さ ら
に、自己評価実施要
領に基づき、自己点
検や、各部の内部監
査を実施する等適正
な 内 部 統 制 を 図 っ
た。

組織運営健全性

組織､人事､財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され､かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

経営目的、経営方針が各種計画
に反映され、計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

ＪＡと連携し，決算
データの有効活用に
より，保証申込書類
の簡素化を図った。
また，ＪＡからの研
修生受け入れによる
人的対応や融資機関
別の貸出ニーズに合
わせた研修会，県信
連との提携によるコ
ロナ禍の影響を踏ま
えたｗｅｂ研修会等
を実施し，融資担当
者の知識向上を図る
と共に本会の保証利
用伸長に努めた。

保証業務は、全国機関
への保険・再保証を行
い、リスクの分散を
図っている｡令和３年
度決算は会計基準に基
づき適正に処理を行
い、保証料収入増収等
により当期利益金を計
上した。また，弁済能
力比率を定めた早期是
正措置自主基準（５０
０パーセント以上）を
制定しており、令和３
年度も上回る結果とな
り、財務健全性に努め
た。

法人の財務体質が健全である
か。
また、各事業の採算性がとれて
いるか

財務健全性効率性

75%

94%

《評価の視点》

財務健全性

得点率

80%

90%

75%

17

97

16

80

9

47 82%

20

20

計画性

10

評価項目数

9

8

評点

合計

15 20

満点

公益法人等会計用

茨城県農業信用基金協会

警　戒　指　標

今後の事業展開の方向
及び法人の将来展望

　当法人は、健全な業務運営を堅持するため、「保証機能の充実強化」、「求償権
管理の強化」及び「経営基盤の強化」を基本方針として、農業者や融資機関等から
の多様なニーズに応えるよう、債務保証事業等の推進と目標の達成に努めて参りま
す。
　農業を取り巻く環境は、人口減少等による消費市場規模の縮小に加え、農業従事
者の減少と農業法人の大規模化による農業経営の二極化が進んでおり、デジタル化
の進展に伴い社会環境も大きく変容しております。当会としましては、農業の生産
性向上と環境配慮型の持続可能な農業の実現に向けて、信用保証機関としての機能
発揮に努めて参ります。

農業者等のニーズに対
応した保証資金による
保証引受により、農業
者等への生産性の向上
に努めた。また、代位
弁済は、代位弁済が適
当である案件について
は迅速にかつ適正な代
位弁済を実施した。

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性 16

18

15

［法人の自己評価（経営概況、経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

20

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

計画性 組織運営健全性 効率性

法人担当課の意見

・当該団体は、設立目的にかなった信用保証事業を、計画性・透明性を確保しなが
ら継続して実施している。
・令和3年度は引き続き新型コロナウィルス感染症の影響等による経済状況の悪化等
により、保証残高の増大に伴う保証責任準備金や求償権償却引当金の繰入増加等が
あり、当期利益は昨年度を下回り、弁済能力比率も若干低下したが、目標値の2倍近
くを維持しており、健全に運営されていると評価する。

R3実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名

財務健全性
　当該団体は農業信用
保証保険法に基づき設
立された公的保証機関
であり、融資機関に対
する信用保証事業など
同法の目的にかなった
業務を行っている。

経営基本方針記載の中
期総合計画及びこれに
実績見直しを反映した
年次計画を策定し、明
確な数値目標を設定し
て事業を執行してい
る。

組織規程による権限
の明確化、財務情報
等のホームページへ
の掲載、監査法人に
よる外部監査の実施
などにより、健全な
組織運営に努めてい
る。

JA顧客の決算データ
の活用により、保証
申込書類の軽減等に
よる手続きの簡素化
などにより効率化を
図っている。

　当期利益31百万円で
前年度を下回っている
が、当初計画額を9百
万円上回っている。
　また、弁済能力比率
も959.61%と昨年度よ
り若干低下している
が、目標値500%の2倍
近くであり、健全に運
営されている。

目的適合性

R3目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

保証実残高 億円 1,338 1,492 1,519 1,671

R2実績

100.0% 1,660

求償権回収元本
百万
円

163 115 221 126

単位 R1実績 R4目標値

57.0% 141

100.0%健
全
性

弁済能力比率 ％ 1,027 500

平均目標達成度 85.0%

総合的所見等
に係る対応

  融資機関と連携しつつ、積極的な債務保証引受けに取り組み、農業近代化資金を
はじめとする農業制度資金の利用を促進し、新規就農者の増加、農業の近代化及び
生産性向上が図られるよう指導していく。
　あわせて、適正な保証審査の実施、代位弁済における期中管理の強化、求償権の
管理回収強化等により、引き続き、財政基盤の充実と高い弁済能力比率を維持し、
健全な事業運営が図られるよう指導していく。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　令和３年度の新規保証については、住宅ローン等の引受伸長により、引受額は
３３，８１２百万円（前期比９．７パーセント増）となり、保証実残高は
１６７，１１４百万円(前期比１１．９パーセント増)となった。
　農業近代化資金の新規保証件数（前期比４．８パーセント増）や保証実残高（前
期比１１．１パーセント増)は増加しているが、住宅ローン関連残高が保証実残高の
８６．８パーセント、求償権残高の６７．４パーセントを占めるなど、引き続き高
い状態が続いていることから、ＪＡを始めとする融資機関と連携し、新規就農者等
に対する保証の引受け等に一層取り組まれ、新規就農者の増加、農業の近代化及び
生産性向上に寄与されたい。
　また、融資機関と連携した適正な保証審査の実施や初期延滞管理の徹底、代位弁
済における期中管理及び求償権の管理回収の強化により、財務基盤の充実に取り組
むとともに、高い弁済能力比率（令和３年度末９５９．６パーセント）の維持な
ど、引き続き健全な事業運営にあたられたい。

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

36 19 28

500 960

区分

100.0% 119

職員１人当たりの求償権
回収元本

百万
円

11 8

107 117 128

10

100.0% 22

995.76

効
率
性

職員１人当たりの債務保
証実残高

億円

17 9 52.9%

89

経常利益
百万
円

66

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要
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